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３ 河川流域協議会 

  河川の水質向上は、一つの自治体だけでなく、流域の自治体が相互に協力し、水質浄

化対策を広域的に推進していくことが効果的です。 

⑴ 隅田川水系浄化対策連絡協議会

この協議会は、隅田川とその支流である新河岸川、石神井川、白子川の流域自治体

９区（中央区・台東区・墨田区・江東区・北区・荒川区・板橋区・練馬区・足立区）

が集まり、隅田川水系流域の一層の水質浄化および水辺環境の改善を目的として活動

を続けています。この協議会は昭和 年に発足し、練馬区は昭和 年から参加して

います。

平成 年度も引き続き、視察会や合同水質調査を行い、事業報告書をまとめました。

⑵ 石神井川流域環境協議会

この協議会は、現在、流域５自治体（小平市・西東京市・練馬区・板橋区・北区）

で構成しています。これまで、流域全体を見通した水質調査・生物調査・ＰＲ冊子「ふ

れあい石神井川散策マップ」の発行・講演会・見学会などを実施してきました。また、

石神井川流域の下水道が完備され、平常時の水質も改善が進み、生物も見られるよう

になっています。

平成 年度も引き続き、視察会や合同水質調査を行い、事業報告書をまとめました。

⑶ 白子川流域環境協議会 
この協議会は、流域３自治体（練馬区・和光市・板橋区）で構成しています。白子

川は、昭和 年代まで生活排水の流入などで汚染が進んでいました。その後、流域の

下水道が完備され水質も改善されてきています。

平成 年度も引き続き、視察会や合同水質調査を行い、事業報告書をまとめました。
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第３章 循環型社会をつくる

第１項 循環型社会の形成を目指した清掃とリサイクル事業

１ 概要

清掃事業は、平成 年に東京都から 区に移管されました。 区は、共同でごみ

の中間処理を効率的に行うことを目的に、東京二十三区清掃一部事務組合を設置しま

した。これにより、ごみの収集・運搬やリサイクル事業を各区が、ごみの中間処理（焼

却や破砕など）を東京二十三区清掃一部事務組合が、そして最終処分（埋立）場の運

営・管理を東京都がそれぞれ分担して行っています。

このうち最終処分場として、 区が利用している東京港の中央防波堤外側埋立処分

場および新海面処分場は、東京都によると残余年数が 年程と言われています。最終

処分場の延命化を図るために、 区は、ごみの減量とリサイクル事業を推進していま

す。また、ごみ処理やリサイクルについては、私たちが環境に負荷を与えない「循環」

を基調としたシステムをいかに築いていくかが求められています。

こうしたことから区は、「みどりあふれる循環型都市をめざして」を基本理念とし、

住んでよかったと思える循環型のまちづくりに向けた施策を進めています。

２ 区における計画体系と方針

区は、平成５年に「練馬区環境基本計画」を策定し、「環境へのやさしさが育む循環・

共生のまち ねりま」をめざして総合的な環境施策を進めてきました。平成８年には、

「練馬区環境基本計画」のリサイクル部門の個別計画として、「練馬区リサイクル推進

計画」を策定しました。その後、平成 年４月に清掃事業が東京都から各区に移管さ

れることになり、従来から区で行っていたリサイクル事業と清掃事業を一体的に推進

することを目的に、「練馬区リサイクル推進条例」（平成 年 月条例第 号）およ

び「練馬区廃棄物の処理および清掃に関する条例」（平成 年 月条例第 号）を

制定しました。これらの条例に基づき、「練馬区一般廃棄物処理基本計画」を策定し、

「練馬区リサイクル推進計画」を改定しました。

平成 年３月には、リサイクルの推進とごみの発生抑制を具体化させる計画とし

て、リサイクル推進計画を包含した、「練馬区第４次一般廃棄物処理基本計画」を策定

しました。

⑴ 練馬区第４次一般廃棄物処理基本計画（平成 年度～平成 年度）

区は、本計画の基本理念を「みどりあふれる循環型都市をめざして」とし、ものを

大事にする、資源を循環させるという習慣が根付き、区民・事業者・区の取組が生活

の快適さやうるおいのある環境づくりにつながっていく、住んでよかったと思える循

環型のまちづくりをめざし、様々な施策に取り組んでいます。

本計画は、基本理念に立ち、①ごみの発生抑制・再使用の促進②多様な資源循環の

推進③適正処理の推進④情報発信および参画・連携体制の充実といった、４つの基本
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方針をもとに施策を体系化し、 の取組を設定しました。その中でも、①食品ロスの

削減②不燃ごみの資源化③紙類やびんなどの資源とごみの分別の周知徹底④区収集

による事業系ごみ排出事業者に対する指導⑤災害廃棄物処理計画の策定の５つを、課

題解決をめざした取組や、速やかに実施すべき取組であるとして、重点取組項目に設

定しました。

これらの取組を実施していくことにより、区民１人１日あたりのごみ収集量を平成

年度の ｇから平成 年度には ｇ以下にすること、リサイクル率を ％

から ％以上にすることを指標としています。

３ 循環型社会に向けた３Ｒの推進

平成 年に「循環型社会形成推進基本法」（平成 年法律第 号）が制定されま

した。基本法では、発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイク

ル）の順で３Ｒを進めるという考え方により、循環型社会を形成していくとしています。

区もこの考え方に基づき、３Ｒ事業に積極的に取り組んでいます。

４ 練馬区循環型社会推進会議

平成 年７月、区長の諮問機関として「練馬区リサイクル推進協議会」を設置しま

した。区民、事業者および学識経験者などの参加のもとに、平成 年４月の清掃事業

移管後におけるリサイクル推進のあり方について、さまざまな検討・協議を経て、区は、

「練馬区リサイクル推進条例」（平成 年 月条例第 号）を制定しました。

条例では、区の清掃・リサイクルのあり方を審議する機関として、区民、事業者およ

び学識経験者などで構成する「練馬区循環型社会推進会議」を設置することにしました。

会議体は、区長からの諮問に応じて、リサイクル推進のための基本的事項や廃棄物の減

量および処理に関する基本的事項などについて審議します。平成 年１月に発足した

第９期の会議体（平成 年１月～平成 年１月）では、「練馬区第４次一般廃棄物処

理基本計画の進捗状況の評価」について審議を行います。

 

Reduce
リデュース（発生抑制）
【ごみの発生を抑えよう】

・必要のないものは買わない

・マイバッグを持参する

・残さず食べる など

Recycle
リサイクル（再生利用）
【資源として利用しよう】

・資源を正しく分別する

・集団回収を利用する

・再生品を利用する など

・修理して長く大事に使う

・必要としている人に譲る

・詰め替え商品をえらぶ など

Reuse
リユース（再使用）
【繰り返し使おう】

優先順位

２
優先順位

３
優先順位

１

- 91 - 

（ｔ） （㎏）

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

粗大ごみ

不燃ごみ

可燃ごみ

１人１日あたり量

134,917 132,586 131,596 128,391
128,129

５ 統計から見たごみと資源

⑴ ごみ量、資源量の推移

ア ごみ量

区が収集するごみは、可燃ごみ、不燃ごみおよび粗大ごみです。その収集量は

表１、グラフ１に示すとおりです。

表１ 区が収集するごみ量と区民１人１日あたりのごみ排出量の推移

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

人口 （人）

可燃ごみ （ｔ）

不燃ごみ （ｔ）

粗大ごみ （ｔ）

計 （ｔ）

区民１人１日あたり量 （ｇ）

※ 表中の数値は、端数処理により内訳と合計が一致しない場合がある

※ 人口は、各年度とも 月１日現在の住民基本台帳（外国人を含む）による人口

グラフ 区が収集するごみ量と区民１人１日あたりのごみ排出量の推移
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イ 資源量

区が回収している資源品目は、古紙、古布、びん・缶、ペットボトル、乾電池、容

器包装プラスチック、廃食用油、小型家電および蛍光管などです。その回収量の推

移は、表２、グラフ２に示すとおりです。

表２ 資源回収量の推移 単位

平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度 平成 年度

資源回収量計

集団回収

行政回収

内

訳

古 紙

古 布

びん ﾘﾀｰﾅﾌﾞﾙ

びん ﾜﾝｳｪｲ

缶（ｽﾁｰﾙ）

缶（ｱﾙﾐ

ペットボトル

乾 電 池

容器包装ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ

廃食用油

金 属 類

小型家電

布 団

蛍 光 管

※ 表中の数値は、端数処理により内訳と合計が一致しない場合がある

グラフ２ 資源回収量の推移

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

12,153 12,077 11,801 11,007 10,883

33,005 32,036 31,627 30,252 29,953
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43,427 

41,259 

(t) 
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⑵ ごみの組成

平成 年度に行った資源・ごみの排出実態調査による可燃ごみと不燃ごみの組成を

表したものがグラフ３です。可燃ごみ、不燃ごみの中には、区が資源として回収して

いるものが、それぞれ ％、 ％含まれています。

グラフ３ 平成 年度の可燃ごみ・不燃ごみ組成分析結果
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うち 雑紙
9.4%

小型家電

（9品目以外）

16.6%台所から出る

金属製品

4.7%

その他金属

11.1%
蛍光灯

蛍光管

0.7%

スプレー缶等

3.4%

その他不燃物

45.3%

製品プラスチック

4.1%
製品プラスチック

以外の可燃物

3.7%

処理困難物

0.6%

びん 4.3%

缶 2.5%

乾電池 1.3%

紙類 0.8%

小型家電（9品目）

0.5%
ペットボトル

0.2%
容器包装

プラスチック 0.2%

繊維類 0.1%

資源化可能物

9.8%
不燃物
81.7%

可燃物
7.9%
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